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平成２９年２月文京区議会定例議会追加提案事項 
 

 

 

１ 文京区個人情報の保護に関する条例の一部を改正する条例（文京区例規集第１巻４１０頁） 

⑴ 提案理由 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５年

法律第２７号。以下「番号法」という。）の一部改正に伴い、情報提供等記録の定義等を

改めるほか、規定を整備するため、提案する。 

 ⑵ 改正内容  

  ア 情報提供等記録の定義に、番号法第２６条において準用する場合を追加する。（第２条第３号） 

  イ 情報提供等記録の訂正の請求に応じる決定を行った際に必要となる通知先に、番号法第１９条第

８号に規定する条例事務関係情報照会者又は条例事務関係情報提供者を追加する。（第２２条第５

項） 

  ウ その他規定の整備 

 ⑶ 施行期日 平成２９年５月３０日 

 

 

２ 文京区職員定数条例の一部を改正する条例（文京区例規集第１巻７０７頁） 

⑴ 提案理由 職員配置の見直しに伴い、職員の定数を改めるため、提案する。 

 ⑵ 改正内容（第２条第１項） 

ア 区長の事務部局の職員        １，４４３人 → １，４５０人（７人増） 

イ 議会の事務部局の職員           １０人 →    １０人（増減なし） 

ウ 教育委員会の事務部局の職員       １８３人 →   １８４人（１人増） 

エ 教育委員会の所管に属する学校の職員   １５８人 →   １５８人（増減なし） 

オ 選挙管理委員会の事務部局の職員       ７人 →     ７人（増減なし） 

カ 監査委員の事務部局の職員          ６人 →     ６人（増減なし） 

合計                １，８０７人 → １，８１５人（８人増） 

⑶ 施行期日 平成２９年４月１日 

 

 

３ 職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例（文京区例規集第１巻９２９頁） 

⑴ 提案理由 育児休業等に係る子の範囲の拡大等に伴い、規定を整備するため、提案する。 

⑵ 改正内容  

 ア 非常勤職員の育児休業の取得に係る雇用継続の見込みに係る要件の緩和（第２条） 

 イ 育児休業等の対象となる子の範囲を拡大し、養子縁組里親としての職員に委託することができな

かったため養育里親としての職員に委託された者を加える。（第２条の２） 

 ウ 子の範囲の拡大に伴い、再度の育児休業ができる特別の事情及び育児短時間勤務の終了の日の翌

日から起算して１年を経過しない場合に育児短時間勤務をすることができる特別の事情を追加する。

（第３条及び第８条） 

 エ 部分休業と育児時間又は介護時間を同日に取得する場合は、その合計時間は２時間までとする。

（第１５条） 

⑶ 施行期日 公布の日 
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４ 職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部を改正する条例（文京区例規集第１巻８６１頁） 

⑴ 提案理由 育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法

律第７６号）の一部改正等に伴い、職員の勤務時間及び休暇制度を改めるため、提案する。 

 ⑵ 改正内容  

  ア 育児を行う職員の深夜勤務の制限に係る子の範囲の拡大（第９条の２） 

    子の範囲に、特別養子縁組の監護期間中の子、養子縁組里親に委託されている子等を新たに追加

する。 

 イ 超過勤務の免除の対象に介護を行う職員を追加する。（第９条の３） 

    職員が要介護者を介護するために請求した場合、職務に支障がある場合を除き、超過勤務をさせ

てはならないこととする。ただし、災害その他避けることのできない事由に基づく臨時の勤務の必

要がある場合は、この限りでない。 

 ウ 育児又は介護を行う職員の超過勤務の制限の新設（第９条の４） 

    小学校就学の始期に達するまでの子のある職員が当該子を養育するため又は職員が要介護者を介

護するために請求した場合、職務に支障がある場合を除き、規則で定める時間を超えて、超過勤務

をさせてはならないこととする。ただし、災害その他避けることのできない事由に基づく臨時の勤

務の必要がある場合は、この限りでない。 

  エ 介護時間の新設（第１６条の２） 

   職員が要介護者を介護するため、一日の勤務時間の一部につき勤務しないことが相当である場合

の休暇として介護時間を新設する。 

⑶ 施行期日 公布の日 

 

 

５ 職員の配偶者同行休業に関する条例の一部を改正する条例（文京区例規集第１巻９６７頁） 

⑴ 提案理由 配偶者同行休業の期間の再度の延長ができる特別の事情を定めるため、提案する。 

 ⑵ 改正内容  

   配偶者同行休業の期間の再度の延長ができる特別の事情を以下のとおり定める。（第６条の２） 

  ・ 配偶者同行休業の期間の延長後の期間が満了する日における当該配偶者同行休業に係る配偶者の

外国での勤務が同日後も引き続くこととなり、及びその引き続くことが当該延長の申請時には確定

していなかったことその他任命権者がこれに準ずると認める事情 

⑶ 施行期日 平成２９年４月１日 

 



- 3 - 

 

６ 文京区特別区税条例等の一部を改正する条例（文京区例規集第２巻２１７９頁） 

⑴ 提案理由 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の一部改正等に伴い、規定を整備するため、提

案する。 

 ⑵ 改正内容  

  ア 区民税の住宅借入金等特別税額控除の適用期限の延長（付則第３条の５の２） 

住宅借入金等特別税額控除の適用期限について、平成４１年度分までを平成４３年度分までに延

長する。 

  イ 電気軽自動車等に係る軽自動車税の税率の特例の延長（付則第６条） 

    平成２８年度分の軽自動車税に対し適用していた電気軽自動車等に係る軽自動車税の税率の特例

について、平成２９年度分の軽自動車税についても適用することとする。 

  ウ 軽自動車税の環境性能割の創設 

    現行の軽自動車税を軽自動車税の種別割とし、新たに軽自動車税の環境性能割を新設する。 

   (ア) 環境性能割の納税義務者 三輪以上の軽自動車の取得者 

   (イ) 環境性能割の税率 環境性能割の税率は、以下のとおりとする。   

    ａ 次に掲げるガソリン軽自動車のうち三輪以上のもの １００分の１ 

(ａ) 乗用車のうち、次のいずれにも該当するもの 

・ 平成１７年ガソリン軽中量車基準に適合すること。 

・ 窒素酸化物の排出量が平成１７年ガソリン軽中量車基準に定める窒素酸化物の値の４分

の１を超えないこと。 

・ エネルギー消費効率が平成３２年度基準エネルギー消費効率以上であること。 

(ｂ) 車両総重量が２．５トン以下のトラックのうち、次のいずれにも該当するもの 

・ 平成１７年ガソリン軽中量車基準に適合すること。 

・ 窒素酸化物の排出量が平成１７年ガソリン軽中量車基準に定める窒素酸化物の値の４分

の１を超えないこと。 

・ エネルギー消費効率が平成２７年度基準エネルギー消費効率に１００分の１１５を乗じ

て得た数値以上であること。 

ｂ ガソリン軽自動車のうち三輪以上のもの（乗用車又は車両総重量が２．５トン以下のトラッ

クに限る。）であって、次のいずれにも該当するもの（ａの適用を受けるものを除く。）  １

００分の２ 

・ 平成１７年ガソリン軽中量車基準に適合すること。 

・ 窒素酸化物の排出量が平成１７年ガソリン軽中量車基準に定める窒素酸化物の値の４分

の１を超えないこと。 

・ エネルギー消費効率が平成２７年度基準エネルギー消費効率に１００分の１１０を乗じ

て得た数値以上であること。 

ｃ ａ及びｂの適用を受ける三輪以上の軽自動車以外の三輪以上の軽自動車 １００分の３ 

   (ウ) 環境性能割に係る経過措置 

    ａ 賦課徴収の特例 

      環境性能割の賦課徴収は、当分の間、都が、自動車税の環境性能割の賦課徴収の例により、

行うものとする。 

    ｂ 税率の特例 

     (ａ) 営業用の三輪以上の軽自動車に対して課する環境性能割の税率は、当分の間、以下のとお

りとする。 

      ・ (イ)ａの適用を受けるもの １００分の０．５ 

      ・ (イ)ｂの適用を受けるもの １００分の１ 

      ・ (イ)ｃの適用を受けるもの １００分の２ 
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     (ｂ) 自家用の三輪以上の軽自動車のうち(イ)ｃの適用を受けるものに対して課する環境性能割の

税率は、当分の間、１００分の２とする。 

  エ その他規定の整備 

 ⑶ 施行期日 公布の日。ただし、⑵イについては平成２９年４月１日、⑵ウ及びエについては平成３

１年１０月１日 

 

 

７ 文京区空家等対策審議会条例（新規制定） 

⑴ 提案理由 空家等に関する施策の推進を図るための附属機関として、文京区空家等対策審議会を設

置するため、提案する。 

 ⑵ 主な内容  

  ア 所掌事務 

   (ア) 空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律第１２７号）第６条第１項に規定する

空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関すること。 

      (イ) その他空家等に関する施策の実施に関すること。 

  イ 組織 次に掲げる者のうちから、区長が委嘱する委員をもって組織する。 

   (ア) 法務、不動産、建築等に関する学識経験者又は専門的知識を有する者 ６人以内 

(イ) 関係行政機関の職員 ３人以内 

   (ウ) 区民 ５人以内 

  ウ 委員の任期 ２年 

  エ 臨時委員 特別の事項を審議させるため必要があるときは、審議会に臨時委員若干人を置くこと

ができる。 

  オ 部会 審議会に部会を置くことができる。 

⑶ 施行期日 公布の日 
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８ 文京区指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営等の基準に関する条例の一部を改正する

条例（文京区例規集第２巻４５１５頁） 

⑴ 提案理由 指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成１８年厚生労

働省令第３４号）の一部改正に伴い、地域密着型通所介護の事業の人員、設備及び運営等

の基準を定めるほか、規定を整備するため、提案する。 

 ⑵ 改正内容  

  ア 地域密着型通所介護に係る基準の新設（第４章の２） 

   (ｱ) 人員に関する基準 

    ・ 指定地域密着型通所介護事業所（以下「事業所」という。）の従業員の員数及び管理者 

   (ｲ) 設備に関する基準 

    ・ 事業所の設備及び備品等 

   (ｳ) 運営に関する基準 

    ・ 基本取扱方針 

    ・ 運営規程 

    ・ 非常災害対策 等 

   (ｴ) 指定療養通所介護の事業の基本方針並びに人員、設備及び運営に関する基準 

    なお、(ｳ)運営に関する基準のうち、非常災害対策については、他の指定地域密着型サービスと同

様に、区の独自の基準として以下の事項を定める。 

    ・ 利用者の使用する施設における震災対策及び非常災害時に必要な物資の備蓄に努めるものと

すること。 

  イ その他規定の整備 

⑶ 施行期日等 

  ア 施行期日 平成２９年３月３１日 

  イ 経過措置 区の独自の基準については、施行日以後に新規に地域密着型通所介護の事業に係る指

定又は指定の更新を受けようとする事業所について適用する。 

 

 

９ 文京区指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営、指定地域密着型介護予防サー

ビスに係る介護予防のための効果的な支援の方法等の基準に関する条例の一部を改正する条例 

（文京区例規集第２巻４５９８頁） 

⑴ 提案理由 指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介

護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成１８年厚

生労働省令第３６号）の一部改正に伴い、介護予防小規模多機能型居宅介護従業者に関す

る基準を改めるほか、規定を整備するため、提案する。 

 ⑵ 改正内容  

  ア 介護予防小規模多機能型居宅介護従業者が兼務できる範囲の拡大 

  イ その他規定の整備 

⑶ 施行期日 平成２９年３月３１日 
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10 文京区精神障害者福祉手当条例（新規制定） 

⑴ 提案理由 精神障害者福祉手当を支給することにより、精神障害者の福祉の増進を図るため、提案

する。 

 ⑵ 主な内容 

  ア 受給資格 区の区域内に住所を有する精神障害者保健福祉手帳の交付を受けている者で、障害等

級が１級であるもの（以下「精神障害者」という。）に支給する。ただし、以下のいずれかに該当

するときは、支給しない。 

   (ア) 精神障害者となった年齢が６５歳以上の者 

   (イ) 前年の所得が規則で定める額を超えている者 

   (ウ) 文京区児童育成手当条例（昭和４６年１０月文京区条例第２９号）の規定に基づき障害手当の

支給を受けている者 

   (エ) 文京区心身障害者等福祉手当条例（昭和４９年３月文京区条例第８号）の規定に基づき心身障

害者等福祉手当の支給を受けている者 

   (オ) 規則で定める施設に入所している者 

  イ 手当の額 月額５，０００円 

  ウ 支給期間 認定の申請をした日の属する月から手当を支給すべき事由が消滅した日の属する月ま 

        で 

  エ 支給期日 毎年４月、８月及び１２月の３期にそれぞれの前月までの分を支払う。 

⑶ 施行期日等 

 ア 施行期日 平成２９年４月１日 

 イ 経過措置 平成２９年１２月３１日までに認定の申請をした者については、平成２９年４月１日

に受給資格に該当していた者にあっては同日に、同日後に該当するに至った者にあって

はその該当するに至った日に、申請があったものとみなす。 

 

 

11 文京区自転車駐車場条例の一部を改正する条例（文京区例規集第３巻５５７５頁） 

⑴ 提案理由 一時利用制自転車駐車場を新設するため、提案する。 

 ⑵ 改正内容  

一時利用制自転車駐車場の新設（別表第１） 

    本郷三丁目自転車駐車場  東京都文京区本郷三丁目３６番８号付近 

    礫川公園前自転車駐車場  東京都文京区春日一丁目１５番 

⑶ 施行期日 公布の日から起算して６月を超えない範囲内において規則で定める日 

 

 

12 文京区立児童遊園条例の一部を改正する条例（文京区例規集第３巻５６９５頁） 

⑴ 提案理由 区立新江戸川児童遊園を廃止するため、提案する。 

 ⑵ 改正内容 区立新江戸川児童遊園の廃止（別表） 

⑶ 施行期日 平成２９年３月１８日 
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13 幼稚園教育職員の勤務時間、休日、休暇等に関する条例の一部を改正する条例（文京区例規集第３巻

６４０７頁） 

⑴ 提案理由 育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法

律第７６号）の一部改正等に伴い、幼稚園教育職員（以下「職員」という。）の勤務時間

及び休暇制度を改めるため、提案する。 

 ⑵ 改正内容  

  ア 育児を行う職員の深夜勤務の制限に係る子の範囲の拡大（第１１条） 

    子の範囲に、特別養子縁組の監護期間中の子、養子縁組里親に委託されている子等を新たに追加

する。 

 イ 超過勤務の免除の対象に介護を行う職員を追加する。（第１１条の２） 

    職員が要介護者を介護するために請求した場合、職務に支障がある場合を除き、超過勤務をさせ

てはならないこととする。ただし、災害その他避けることのできない事由に基づく臨時の勤務の必

要がある場合は、この限りでない。 

 ウ 育児又は介護を行う職員の超過勤務の制限（第１１条の３） 

    小学校就学の始期に達するまでの子のある職員が当該子を養育するため又は職員が要介護者を介

護するために請求した場合、職務に支障がある場合を除き、教育委員会規則で定める時間を超えて、

超過勤務をさせてはならないこととする。ただし、災害その他避けることのできない事由に基づく

臨時の勤務の必要がある場合は、この限りでない。 

  エ 介護時間の新設（第１８条の２） 

   職員が要介護者を介護するため、一日の勤務時間の一部につき勤務しないことが相当である場合

の休暇として介護時間を新設する。 

⑶ 施行期日 公布の日 

 

 

14 平成２８年度文京区一般会計補正予算 

 

 

15 平成２８年度文京区国民健康保険特別会計補正予算 

 

 

16 平成２８年度文京区介護保険特別会計補正予算 

 

 

17 平成２８年度文京区後期高齢者医療特別会計補正予算 

 

 

 


